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市場が不安定な今、心得ておくべきこと
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海外株式インデックスの成績は「追い風参考記録」状態にあった



4

新NISA開始以降も「円安効果」は続いていたが…
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「7月の円高進行」＋「8月の株安」という二重のインパクト
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NISA制度の概要と対象商品（まとめ）
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新NISA、３つのポイントをチェック

1 NISAが一本化＝つみたて投資枠＋成長投資枠

➢ 投資枠は併用可能

➢ 成長投資枠は一括投資も可能

２ 非課税投資枠の拡充

➢ 年間投資枠：最大360万円

（うち成長投資枠240万円）

➢ 生涯非課税限度額：最大1,800万円

（うち成長投資枠1,200万円）

３ 非課税保有期間の無期限化

➢ 「いつ始めても良い」制度に

再利用可能

1,800万円のうち、1,200万円を
「成長投資枠」として使用する
こともできる

利用可能額の内訳
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新NISAの投資対象商品

つみたて投資枠 成長投資枠

• 投資信託

• ETF（国内）

➢ ただし、いずれも、長期の積

立・分散投資に適した一定の

商品に限る（旧つみたてNISA

対象商品と同様）

• 投資信託

ただし、以下を除く

➢ 信託期間20年未満

➢ 毎月分配型

➢ デリバティブ取引を用いた一定

の投資信託等

• ETF（国内・海外）

• 個別株

➢ 整理・監理銘柄を除く
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成長投資枠は「自由投資枠」

1 対象商品
➢ 投資信託、ETF、個別株が選択可能

➢ 投資信託は「守り」の色合いが強い商品もラインナップ

２ 買付方法
➢ 積立と一括投資の併用も可能

➢ 投資可能金額に応じて一括投資も選択肢に

３ 「再利用」の仕組みを最大限に活用
➢ 個別株、ETFは簿価残高（買った時の金額）の管理に注意

➢ 年間非課税枠をぴったり使い切るなら投資信託も併用
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積立投資を成功させるためのコツ
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一括投資（スポット購入）

ある一定時点でまとまった金額を購入する
方法

積立投資

ある一定の間隔で、一定の金額ずつ同じ銘
柄を買い付けていく方法

時間分散を自動的に実現できる「積立投資」
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1000円

1500円

500円

1000円

定額購入法と定量購入法

購入株数 10株 6.7株 20株 10株 46.7株 平均購入価格

購入額 10,000円 10,000円 10,000円 10,000円 40,000円 856.5円

購入株数 10株 10株 10株 10株 40株 平均購入価格

購入額 10,000円 15,000円 5,000円 10,000円 40,000円 1000円

定額購入法（ドルコスト平均法）

定量購入法

［株価］

株の場合、積立条件として株数指定（定量購入）も選択可能

合計株数

合計株数
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積立投資効果（リターン）が高い順に並べ替えると…？

A B

C D
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「価格下落時に辛抱強く続けられるか」がカギ

月 投資額 価格
（基準価額）

購入口数 価格
（基準価額）

購入口数 価格
（基準価額）

購入口数 価格
（基準価額）

購入口数

1 100 100 1.00 100 1.00 100 1.00 100 1.00

2 100 110 0.91 50 2.00 80 1.25 120 0.83

3 100 120 0.83 20 5.00 60 1.67 140 0.71

4 100 130 0.77 30 3.33 80 1.25 120 0.83

5 100 140 0.71 50 2.00 100 1.00 100 1.00

合計： 4.22 13.33 6.17 4.37

評価額： 590.8 666.5 617.0 437.0

A B C D
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毎月10万円 毎日5,000円

買付可能回数 12回 240回

累積投資額 120万円

累積買付口数 240,634口 243,630口

平均買付単価 49,869円 49,279円

最終評価額 1,340,355円 1,348,955円

トータルリターン 11.7% 12.4%

差は
590円

◆先進国株式インデックスファンドAを2023年に積み立てていた場合のシミュレーション

※買付口数の端数は切り上げた後、累積買付口数を算出。楽天証券資産づくり研究所作成。

差は0.7
ポイント

「毎日積立」の分散効果を過信しない
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算術平均 調和平均≧

例：クラスごとの
テストの平均点

例：過去10年間の出荷額
（百万円／年）の
平均増加率（％／年）

例：往路と復路、

全体での平均速度（km／h）

（1+2+3+4+5+6)÷6
＝3.50

6÷(1/1+1/2+1/3+1/4+
1/5+1/6)≒2.45

幾何平均 ≧

6√(1×2×3×4×5×6)
＝2.99

【ご参考】調和平均とは？

ドル・コスト平均法に
おける平均買付単価
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値動きの異なる複数の資産に
資金を分散させること

2種類の「分散」を実践することが理想

時間分散

投資するタイミングを複数回に
分散させること

ただ投資信託を長期間寝かせておいても、
時間分散の効果は十分に得られない

資産分散

似た値動きをする資産を複数保有しても、
資産分散の効果は十分に得られない
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資産分散＝性質の資産を組み合わせること

成長(グロース)株

景気回復期にリターンが期待できる資産

景気後退期にリターンが期待できる資産

高配当株

リート
金(ゴールド)

債券

割安(バリュー)株

ディフェンシブ株

景気敏感株

中小型株
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「オールカントリー」と「S&P500」のポイントを再確認
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MSCI ワールド指数 MSCI エマージング・マーケット指数

南北アメリカ アジア太平洋欧州・中東

カナダ
米国

オーストリア
ベルギー
デンマーク
フィンランド
フランス
ドイツ
アイルランド
イスラエル
イタリア
オランダ
ノルウェー
ポルトガル
スペイン
スウェーデン
スイス
英国

オーストラリア
香港
日本
ニュージーランド
シンガポール

南北アメリカ アジア太平洋欧州・中東アフリカ

ブラジル
チリ
コロンビア
メキシコ
ペルー

チェコ
エジプト
ギリシャ
ハンガリー
ポーランド
カタール
南アフリカ
トルコ
UAE
サウジアラビア
クウェート

中国
インド
インドネシア
韓国
マレーシア
フィリピン
台湾
タイ

「オールカントリー」の中身を今一度確認

※MSCI社の開示資料を基に楽天証券資産づくり研究所作成。2024年6月末時点。

MSCI オール・カントリー・ワールド指数

63.0％
5.1％

1.9％
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2024年5月

※MSCI社の開示資料を基に楽天証券資産づくり研究所作成

「インデックスは昨日までの成功者の集合体」なのか？

2021年5月

MSCI エマージング・マーケット・インデックスの国別構成比率
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1990 2000 2010 2020 2024

1 IBM GE エクソン・モービル アップル アップル

2 エクソン・モービル エクソン・モービル アップル マイクロソフト マイクロソフト

3 GE ファイザー マイクロソフト アマゾンドットコム エヌビディア

4
アルトリア・

グループ
シスコ GE

フェイスブック
（メタ）

アマゾンドットコム

5
ロイヤルダッチ

シェル
シティグループ シェブロン アルファベットA

フェイスブック
（メタ）

6
ブリストル
マイヤーズ

ウォルマート IBM アルファベットC アルファベットA

7 メルク マイクロソフト P&G テスラ アルファベットC

8 ウォルマート AIG AT&T
バークシャー・

ハサウェイ
バークシャー・

ハサウェイ

9 AT&T メルク
ジョンソン・エンド

ジョンソン
ジョンソン・エンド

ジョンソン
ブロードコム

10 コカ・コーラ インテル JPモルガンチェース JPモルガンチェース テスラ

S&P500指数の上位構成銘柄の変遷

※S&P、Bloombergのデータをもとに楽天証券資産づくり研究所作成。データは年末時点、2024年のみ7月末時点。

？

？

？

？

？？

？
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エヌビディア（NVDA）の組入比率

5.7％

バンガード 

S&P500 ETF

(VOO)

インベスコ

QQQ

(QQQ)

S&P 500

7.1％

グローバルＸ

半導体ETF 

(2243)

10.7％ 19.6％

ヴァンエック・

半導体株ETF 

(SMH)

野村世界業種別

投資シリーズ

(世界半導体株投資)

29.2％

NASDAQ 100 フィラデルフィア

半導体株指数

MV米国

上場半導体25

高

NVDAの組入れ

低

※楽天証券資産づくり研究所作成。 ETFは2024年7月末時点、投資信託は同6月末時点。

（アクティブファンド）
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投資信託はどう組み合わせれば良い？
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こんな組み合わせ方、していませんか？

• オールカントリー ＋ S&P500

• オールカントリー ＋ NASDAQ100

• オールカントリー ＋ 全米株式

• 全米株式 ＋ S&P500

• S&P500 ＋ NASDAQ100

• オールカントリーまたはS&P500の複数持ち

分散効果は低く、
あまり「意味のない」
組み合わせ

幕の内弁当 松花堂弁当 唐揚げ弁当

インデックス＝お弁当と
考えると…？
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【再掲】資産分散＝異なる性質の資産を組み合わせること

成長(グロース)株

景気回復期にリターンが期待できる資産

景気後退期にリターンが期待できる資産

高配当株

リート

金(ゴールド)

債券

割安(バリュー)株

ディフェンシブ株

景気敏感株

中小型株

各種テーマ株

※イメージ
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米国株式・全世界株式をベースに組み合わせを考えた場合

国内株式

米国株式・
全世界株式

金（ゴールド）

新興国株式

テーマ株式 高配当株式

バランス

攻め 守り

つみたて投資枠

成長投資枠
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値動きの傾向が異なるファンドを組み合わせる

eMAXIS Slim 全世界株式（オール・カントリー）

ゴールド・ファンド（為替ヘッジあり）

【 2024年年初来トータルリターン（基準価額＋分配金）】

出所：楽天証券「投信スーパーサーチ」2024年8月9日時点

楽天・米国高配当株式インデックス・ファンド
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下値抵抗力のある資産を組み入れておくと…

eMAXIS Slim 全世界株式（オール・カントリー）

ゴールド・ファンド（為替ヘッジあり）

【 7月1日以降のトータルリターン（基準価額＋分配金）】

出所：楽天証券「投信スーパーサーチ」2024年8月9日時点

楽天・米国高配当株式インデックス・ファンド
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投資信託の「売り時」とは？
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新NISAで可能になった「非課税枠の再利用」とは？
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十分な含み益が出ている場合はリバランスも選択肢に

この一連の作業が「リバランス」
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つみたてNISAは最長で20年間非課税（最大で2042年まで）

旧NISAの非課税期間にはタイムリミットがある

一般NISAは最長で5年間非課税（最大で2027年まで）
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【例】購入時10万円の投資信託が非課税期間満了時に15万円になっていたケース

非課税期間中に売却をしなかった場合、課税口座へ残高が払い出される

10万円

15万円

20万円

2023年12月

非課税期間満了

2027年12月

課税口座

20－15＝5万円
に対して課税

平均取得価額は
15万円に上書き

損益通算可

• 払い出しは自動で行われる

• 平均取得価額はその年の年内最終営業日の終値に上書きされる

• 課税口座に払い出された後の取引ルール（手数料や利益に対する課税など）は、

特定口座や一般口座のルールが適用される
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「真に優良な投資信託」とは？
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インデックス（市場平均）より・・・

高いリターン
を追求したい

リスク
を抑えたい

and/or

アクティブファンドの“Active”が意味するのは柔軟性

アクティブファンドを選ぶ目的
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優良なアクティブファンドは何が違うのか

リターンはマイナスだが、
ベンチマークには勝っている
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一度大きく痛んでしまうと、回復までに多大なエネルギーが必要に

資産価格が下落すると、下落後の価格を起点として回復を目指すことになる。
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リターンの非対称性

中央値

ドローダウン

11.11%

回復までに必要な
リターン

-10% -20%

25%

42.86%

-30% -40% -50%

66.67%

100%
リターンの下落幅（ドローダウン）と、回復までに必要な
リターンは「１対１」の関係ではない。
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投資信託とETF、使い分け方のコツ
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ETFと投資信託の違い

ETF 一般的な投資信託

上場 非上場上場・非上場

取引時間

取引価格

取引所の取引時間内 1日1回

市場価格
（成行・指値注文ともに可）

基準価額

株式取引の手数料体系に準ずる
購入時：無料
解約時：信託財産留保額

取引手数料
※楽天証券の場合

販売会社報酬を含まず 販売会社報酬を含む信託報酬
(保有期間中のコスト)
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国内ETFと海外ETFの違い

国内籍ETF 外国籍(海外)ETF

国内上場 海外上場

日本 外国

円建て 外貨建て

ETFの国籍

上場先

基づく法律

取引通貨

米国ETF

単元株数 1株取引単位
（原則）
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ETFは投資信託の「空白地帯」を埋めてくれる存在

業種別

高配当・バリュー

ニッチ市場（新興国）・テーマ 

サステナブル・ESG関連投資

日本株ではかつて存在していたが、大部分が償還済み。
海外株はテーマものが中心で、「ほどよい」ファンドが少ない。

1

2

3

4

投資信託は、「高配当」よりも「連続増配」が中心。高配当株 ≒ 定期分配型だった
時代の名残。バリューは総じて数が少ない。

新興国インデックス連動型のほか、単一国でも中国・インドは数があるが、
その他単一国や指数連動のファンドは少ない。

投資信託はいわゆるテーマ型の域を出ないものが多い。
透明性の高さという点でもETFに軍配が上がる。



44

【ご参考】ETFの信託報酬には販売会社報酬が含まれない

信託報酬

販売会社

運用会社
受託会社

40～45％程度

40～45％程度

5％程度

投資信託の場合、
全体の…

ETFにはこの分が含まれない

を各社が受け取る
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FP＆投資信託のプロが教える 新NISA完全ガイド

最新刊のご案内

（SBクリエイティブ）

1. これだけはおさえておきたい新NISAのキホン

2. 新NISAの“最強の活用法〟をズバリ教えます！

3. プロが厳選！オススメの投資信託30本

4. プロが伝授！新NISAのETFの賢い使い方

5. 【ケース別】投資信託のオススメの組み合わせ方

6. 投資信託購入後のアフターフォロー
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本資料は、勉強会の為に作成されたものであり、有価証券の取引、その他の取引の勧誘を目
的としたものではありません。投資に関する最終決定はお客様ご自身の判断でなさるように
お願いいたします。本資料及び資料にある情報をいかなる目的で使用される場合におきまし
ても、お客様の判断と責任において使用されるものであり、本資料及び資料にある情報の使
用による結果について、当社は何らの責任を負うものではありません。

本資料で記載しております価格、数値、金利等は概算値または予測値であり、諸情勢により
変化し、実際とは異なることがございます。また、本資料は将来の結果をお約束するもので
はなく、お取引をなさる際に実際に用いられる価格または数値を表すものでもございません
ので、予めご了承くださいますようお願いいたします。

加入協会
日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融
商品取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
商号等
楽天証券株式会社／金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者

ご注意事項
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■国内株式 国内ETF／ETN 上場新株予約権証券（ライツ）

【株式等のお取引にかかるリスク】

株式等は株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。上場投資信託（ETF）は連動対象となっている指数や指標等の変動等、上場投資証券（
ETN）は連動対象となっている指数や指標等の変動等や発行体となる金融機関の信用力悪化等、上場不動産投資信託証券（REIT）は運用不動産の価格や収益力
の変動等、ライツは転換後の価格や評価額の変動等により、損失が生じるおそれがあります。※ライツは上場および行使期間に定めがあり、当該期間内に行使
しない場合には、投資金額を全額失うことがあります。

●レバレッジ型、インバース型ＥＴＦ及びＥＴＮのお取引にあたっての留意点

上場有価証券等のうち、レバレッジ型、インバース型のETF及びETN（※）のお取引にあたっては、以下の点にご留意ください。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNの価額の上昇率・下落率は、2営業日以上の期間の場合、同期間の原指数の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じ
たものとは通常一致せず、それが長期にわたり継続することにより、期待した投資成果が得られないおそれがあります。

・ 上記の理由から、レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、中長期間的な投資の目的に適合しない場合があります。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、投資対象物や投資手法により銘柄固有のリスクが存在する場合があります。詳しくは別途銘柄ごとに作成
された資料等でご確認いただく、またはコールセンターにてお尋ねください。

※ 「上場有価証券等」には、特定の指標（以下、「原指数」といいます。）の日々の上昇率・下落率に連動し1日に一度価額が算出される上場投資信託（以下
「ETF」といいます。）及び指数連動証券（以下、「ETN」といいます。）が含まれ、ETF及びETNの中には、原指数の日々の上昇率・下落率に一定の倍率を乗
じて算出された数値を対象指数とするものがあります。このうち、倍率が＋（プラス）１を超えるものを「レバレッジ型」といい、－（マイナス）のもの（マ
イナス１倍以内のものを含みます）を「インバース型」といいます。

【信用取引にかかるリスク】

信用取引は取引の対象となっている株式等の株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。信用取引は差し入れた委託保証金を上回る金額の取
引をおこなうことができるため、大きな損失が発生する可能性があります。その損失額は差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。

【株式等のお取引にかかる費用】

国内株式の委託手数料は「ゼロコース」「超割コース」「いちにち定額コース」の3コースから選択することができます。

国内株式のリスクと費用について
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〔ゼロコース（現物取引）〕

約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

但し、原則として当社が指定するSOR（スマート・オーダー・ルーティング（※1））注文 のご利用が必須となります。

（当社が指定する取引ツールや注文形態で発注する場合を除きます。）
ゼロコースをご利用される場合には、当社のSORやRクロス（※2）の内容を十分ご理解のうえでその利用に同意いただく必要があります。
※1 SORとは、複数市場から指定条件に従って最良の市場を選択し、注文を執行する形態の注文です。
※2 「Rクロス」は、楽天証券が提供する社内取引システム（ダークプール（※3））です。
※3 ダークプールとは、証券会社が投資家同士の売買注文を付け合わせ、対当する注文があれば金融商品取引所の立会外市場(ToSTNeT)に発注
を行い約定させるシステムをいいます。

〔ゼロコース（信用取引）〕

約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

但し、原則として当社が指定するSORのご利用が必須となります。（当社が指定する取引ツールや注文形態で発注する場合を除きます。）

国内株式のリスクと費用について
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取引金額 取引手数料

5万円まで 50円（55円）

10万円まで 90円（99円）

20万円まで 105円（115円）

50万円まで 250円（275円）

100万円まで 487円（535円）

150万円まで 582円（640円）

3,000万円まで 921円（1,013円）

3,000万円超 973円（1,070円）

取引金額 取引手数料
10万円まで 90円（99円）
20万円まで 135円（148円）
50万円まで 180円（198円）
50万円超 350円（385円）

※（）内は税込金額

※（）内は税込金額

〔超割コース（現物取引）〕

1回のお取引金額で手数料が決まります。

〔超割コース（信用取引）〕

1回のお取引金額で手数料が決まります。

国内株式のリスクと費用について

超割コース大口優遇の判定条件を達成すると、以下の優遇手数料が適用されます。大口優遇は一度条件を達成すると、3ヶ月間適用になります。詳しくは当社
ウェブページをご参照ください。

〔超割コース 大口優遇（現物取引）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

〔超割コース 大口優遇（信用取引）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。
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1日の取引金額合計 取引手数料
100万円まで 0円
200万円まで 2,000円（2,200円）
300万円まで

以降、100万円増えるごとに1,100円追加。
3,000円（3,300円）

〔いちにち定額コース〕
1日の取引金額合計（現物取引と信用取引合計）で手数料が決まります。

国内株式のリスクと費用について

※1日の取引金額合計は、前営業日の夜間取引と当日の日中取引を合算して計算いたします。
※一般信用取引における返済期日が当日の「いちにち信用取引」、および当社が別途指定する銘柄の

手数料は0円です。これらのお取引は、いちにち定額コースの取引金額合計に含まれません。

※（）内は税込金額

●カスタマーサービスセンターのオペレーターの取次ぎによる電話注文は、上記いずれのコースかに関わらず、1回のお取引ごとにオペレーター取次ぎによる
手数料（最大で4,950円（税込））を頂戴いたします。詳しくは取引説明書等をご確認ください。
●信用取引には、上記の売買手数料の他にも各種費用がかかります。詳しくは取引説明書等をご確認ください。
●信用取引をおこなうには、委託保証金の差し入れが必要です。最低委託保証金は30万円、委託保証金率は30％、委託保証金最低維持率（追証ライン）が
20％です。委託保証金の保証金率が20％未満となった場合、不足額を所定の時限までに当社に差し入れていただき、委託保証金へ振替えていただくか、建玉
を決済していただく必要があります。
レバレッジ型ＥＴＦ等の一部の銘柄の場合や市場区分、市場の状況等により、30％を上回る委託保証金が必要な場合がありますので、ご注意ください。

〔かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）にかかるリスクおよび費用〕

リスクについて
かぶミニ®の取扱い銘柄については市場環境等により、取扱いを停止する場合があります。

費用について
売買手数料は無料です。

かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）は、当社が自己で直接の相手方となり市場外で売買を成立させます。そのため、取引価格は買付時には基準価格に一定のスプレッド（差額）を上乗
せした価格、売却時には基準価格に一定のスプレッド（差額）を差し引いた価格となります（1円未満の端数がある場合、買付時は整数値に切り上げ、売却時は切り捨て）。なお、適用
されるスプレッドは当社ウェブサイトにて開示していますが、相場環境の急変等により変動する場合があります。
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国内株式のリスクと費用について

【貸株サービス・信用貸株にかかるリスクおよび費用】
（貸株サービスのみ）
●リスクについて
貸株サービスの利用に当社とお客様が締結する契約は「消費貸借契約」となります。株券等を貸付いただくにあたり、楽天証券よりお客様へ担保の提供はなさ
れません（無担保取引）。（信用貸株のみ）
●株券等の貸出設定について
信用貸株において、お客様が代用有価証券として当社に差入れている株券等（但し、当社が信用貸株の対象としていない銘柄は除く）のうち、一部の銘柄に限
定して貸出すことができますが、各銘柄につき一部の数量のみに限定することはできませんので、ご注意ください。

（貸株サービス・信用貸株共通）
●当社の信用リスク
当社がお客様に引渡すべき株券等の引渡しが、履行期日又は両者が合意した日に行われない場合があります。この場合、「株券等貸借取引に関する基本契約
書」・「信用取引規定兼株券貸借取引取扱規定第2章」に基づき遅延損害金をお客様にお支払いいたしますが、履行期日又は両者が合意した日に返還を受けて
いた場合に株主として得られる権利（株主優待、議決権等）は、お客様は取得できません。
●投資者保護基金の対象とはなりません
貸付いただいた株券等は、証券会社が自社の資産とお客様の資産を区別して管理する分別保管および投資者保護基金による保護の対象とはなりません。
●手数料等諸費用について
お客様は、株券等を貸付いただくにあたり、取引手数料等の費用をお支払いいただく必要はありません。

●配当金等、株主の権利・義務について（貸借期間中、株券等は楽天証券名義又は第三者名義等になっており、この期間中において、お客様は株主としての権
利義務をすべて喪失します。そのため一定期間株式を所有することで得られる株主提案権等について、貸借期間中はその株式を所有していないこととなります
ので、ご注意ください。（但し、信用貸株では貸借期間中の全部又は一部においてお客様名義のままの場合もあり、この場合、お客様は株主としての権利義務
の一部又は全部が保持されます。）株式分割等コーポレートアクションが発生した場合、自動的にお客様の口座に対象銘柄を返却することで、株主の権利を獲
得します。権利獲得後の貸出設定は、お客様のお取引状況によってお手続きが異なりますのでご注意ください。
貸借期間中に権利確定日が到来した場合の配当金については、発行会社より配当の支払いがあった後所定の期日に、所得税相当額を差し引いた配当金相当額が
楽天証券からお客様へ支払われます。
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国内株式のリスクと費用について

●株主優待、配当金の情報について
株主優待の情報は、東洋経済新報社から提供されるデータを基にしており、原則として毎月1回の更新となります。更新日から次回更新日までの
内容変更、売買単位の変更、分割による株数の変動には対応しておりません。また、貸株サービス・信用貸株内における配当金の情報は、TMI
（Tokyo Market Information；東京証券取引所）より提供されるデータを基にしており、原則として毎営業日の更新となります。株主優待・配
当金は各企業の判断で廃止・変更になる場合がありますので、必ず当該企業のホームページ等で内容をご確認ください。
●大量保有報告（短期大量譲渡に伴う変更報告書）の提出について
楽天証券、または楽天証券と共同保有者（金融商品取引法第27条の23第５項）の関係にある楽天証券グループ会社等が、貸株対象銘柄について
変更報告書（同法第27条の25第２項）を提出する場合において、当社がお客様からお借りした同銘柄の株券等を同変更報告書提出義務発生日の
直近60日間に、お客様に返還させていただいているときは、お客様の氏名、取引株数、契約の種類（株券消費貸借契約である旨）等、同銘柄に
ついての楽天証券の譲渡の相手方、および対価に関する事項を同変更報告書に記載させていただく場合がございますので、予めご了承ください。
●税制について
株券貸借取引で支払われる貸借料及び貸借期間中に権利確定日が到来した場合の配当金相当額は、お客様が個人の場合、一般に雑所得又は事業
所得として、総合課税の対象となります。なお、配当金相当額は、配当所得そのものではないため、配当控除は受けられません。また、お客様
が法人の場合、一般に法人税に係る所得の計算上、益金の額に算入されます。税制は、お客様によりお取り扱いが異なる場合がありますので、
詳しくは、税務署又は税理士等の専門家にご確認ください。
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■外国株式 海外ETF／ETN／REIT

【外国株式等の取引にかかるリスク】
外国株式等は、株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、為替相場の変動等により損失（為替差損）が生じるおそ
れがあります。上場投資信託（ETF）は連動対象となっている指数や指標等の変動等、上場投資証券（ETN）は連動対象となっている指数や
指標等の変動等や発行体となる金融機関の信用力悪化等、上場不動産投資信託証券（REIT）は運用不動産の価格や収益力の変動等により、損
失が生じるおそれがあります。

●レバレッジ型、インバース型ＥＴＦ及びＥＴＮのお取引にあたっての留意点
上場有価証券等のうち、レバレッジ型、インバース型のETF及びETN（※）のお取引にあたっては、以下の点にご留意ください。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNの価額の上昇率・下落率は、2営業日以上の期間の場合、同期間の原指数の上昇率・下落率に
一定の倍率を乗じたものとは通常一致せず、それが長期にわたり継続することにより、期待した投資成果が得られないおそれがあります。
・ 上記の理由から、レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、中長期間的な投資の目的に適合しない場合があります。
・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、投資対象物や投資手法により銘柄固有のリスクが存在する場合があります。詳しくは別
途銘柄ごとに作成された資料等でご確認いただく、またはコールセンターにてお尋ねください。
※ 「上場有価証券等」には、特定の指標（以下、「原指数」といいます。）の日々の上昇率・下落率に連動し1日に一度価額が算出される上
場投資信託（以下「ETF」といいます。）及び指数連動証券（以下、「ETN」といいます。）が含まれ、ETF及びETNの中には、原指数の日々
の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じて算出された数値を対象指数とするものがあります。このうち、倍率が＋（プラス）１を超えるものを
「レバレッジ型」といい、－（マイナス）のもの（マイナス１倍以内のものを含みます）を「インバース型」といいます。

外国株式のリスクと費用について
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【米国株式の信用取引にかかるリスク】
米国株式信用取引の対象となっている株式等の株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。米国株式信用取引は差し入れた委託保証金を上回
る金額の取引をおこなうことができるため、大きな損失が発生する可能性があります。その損失額は差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。ま
た、米国株式信用取引は外貨建てで行う取引であることから、米国株式信用取引による損益は外貨で発生します。そのため、お客様の指示により外貨を円貨に
交換する際の為替相場の状況によって為替差損が生じるおそれがあります。

【外国株式等の取引にかかる費用】
〔現物取引〕
1回のお取引金額で手数料が決まります。

外国株式のリスクと費用について

分類 取引手数料

米国株式
約定代金の0.495％（税込）
・最低手数料：0米ドル
・上限手数料：22米ドル（税込）

中国株式
約定代金の0.55％（税込）
・最低手数料：550円（税込）
・上限手数料：5,500円（税込）

アセアン株式
約定代金の1.10％（税込）
・最低手数料：550円（税込）
・手数料上限なし

※当社が別途指定する銘柄の買付手数料は無料です。
※米国株式の売却時は上記の手数料に加え、別途SEC Fee（米国現地取引所手数料）がかかります。詳しくは当社ウェブページ上でご確認ください。
※中国株式・アセアン株式につきましては、カスタマーサービスセンターのオペレーター取次ぎの場合、通常の取引手数料に2,200円（税込）が追加されます。



55

〔米国株式信用取引〕
1回のお取引金額で手数料が決まります。

外国株式のリスクと費用について

取引手数料

約定代金の0.33％（税込）
・最低手数料：0米ドル

・上限手数料：16.5米ドル（税込）

※当社が別途指定する銘柄の新規買建または買返済時の取引手数料は無料です。
※売却時（信用取引の場合、新規売建/売返済時）は上記の手数料に加え、別途SEC Fee（米国現地取引所手数料）がかかります。詳しくは当社ウェブページ上
でご確認ください。

●米国株式信用取引には、上記の売買手数料の他にも各種費用がかかります。詳しくは取引説明書等をご確認ください。

●米国株式信用取引をおこなうには、委託保証金の差し入れが必要です。最低委託保証金は当社が指定する30万円相当額、新規建て時に最低必要な委託保証金
率は50％、委託保証金最低維持率（追証ライン）が30％です。委託保証金の保証金率が30％未満となった場合、不足額を所定の時限までに当社に差し入れてい
ただき、委託保証金へ振替えていただくか、建玉を決済していただく必要があります。

【米国株式の信用取引にかかるリスク】
米国株式信用取引の対象となっている株式等の株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。米国株式信用取引は差し入れた委託保証金を上回
る金額の取引をおこなうことができるため、大きな損失が発生する可能性があります。その損失額は差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。ま
た、米国株式信用取引は外貨建てで行う取引であることから、米国株式信用取引による損益は外貨で発生します。そのため、お客様の指示により外貨を円貨に
交換する際の為替相場の状況によって為替差損が生じるおそれがあります。
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【投資信託の取引にかかるリスク】
●主な投資対象が国内株式 
組み入れた株式の値動きにより基準価額が上下しますので、これにより投資元本を割り込むおそれがあります。
●主な投資対象が円建て公社債 
金利の変動等による組み入れ債券の値動きにより基準価額が上下しますので、これにより投資元本を割り込むおそれがあります。
●主な投資対象が株式・一般債にわたっており、かつ、円建て・外貨建ての両方にわたっているもの 
組み入れた株式や債券の値動き、為替相場の変動等の影響により基準価額が上下しますので、これにより投資元本を割り込むおそれがありま
す。

【投資信託の取引にかかる費用】
各商品は、銘柄ごとに設定された買付又は換金手数料（最大税込4.40％）およびファンドの管理費用（含む信託報酬）等の諸経費をご負担い
ただく場合があります。また、一部の投資信託には、原則として換金できない期間（クローズド期間）が設けられている場合があります。

●お買付時にお客様に直接ご負担いただく主な費用
「買付手数料」：ファンドによって異なります。
●保有期間中に間接的にご負担いただく主な費用
「ファンドの管理費用（含む信託報酬）」：ファンドによって異なります。
●ご換金時にお客様に直接ご負担いただく主な費用
「信託財産留保額」「換金手数料」：ファンドによって異なります。

買付・換金手数料、ファンドの管理費用（含む信託報酬）、信託財産留保額以外にお客様にご負担いただく「その他の費用・手数料等」には、
信託財産にかかる監査報酬、信託財産にかかる租税、信託事務の処理に関する諸費用、組入有価証券の売買委託手数料、外貨建資産の保管等
に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息等がありますが、詳細につきましては「目論見書」で必ずご確認いただきますようお願いい
たします。

投資にかかる手数料等およびリスク
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また、「その他の費用・手数料等」については、資産規模や運用状況によって変動したり、保有期間によって異なったりしますので、事前に
料率や上限額を表示することはできません。各商品のお取引にあたっては、当該商品の目論見書、契約締結前交付書面等をよくお読みになり、
内容について十分にご理解いただくよう、お願いいたします。

【投資信託に関する情報提供について】
・楽天証券株式会社がウェブページ上で掲載している投資信託関連ページは、お取引の参考となる情報の提供を目的として作成したものであ
り、投資勧誘や特定銘柄への投資を推奨するものではありません。 
・各投資信託関連ページに掲載している投資信託は、お客様の投資目的、リスク許容度に必ずしも合致するものではありません。投資に関す
る最終決定はお客様ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 
・各投資信託関連ページで提供している個別投資信託の運用実績その他の情報は、当該投資信託の今後の運用成果を予想または示唆するもの
ではなく、また、将来の運用成果をお約束するものでもありません。

（楽天証券分類およびファンドスコアについて）
・楽天証券ファンドスコアは、「運用実績」を一定の算出基準に基づき定量的に計算したもので今後の運用成果を予想または示唆するもので
はなく、将来の運用成果をお約束するものでもありません。最終的な投資判断は、運用コスト、残高の規模、資金流出入額、運用プロセス、
運用体制等を考慮し、お客様ご自身でなさるようお願いいたします。
・情報提供：株式会社QUICK
各投資信託関連ページに掲載している情報（以下「本情報」という）に関する知的財産権は、楽天証券株式会社、株式会社QUICKまたは同社
の情報提供元（以上三社を合わせて「情報提供元」という）に帰属します。本情報の内容については万全を期しておりますが、その内容を保
証するものではなく、これらの情報によって生じた損害について、情報提供元は原因の如何を問わず一切の責任を負いません。本情報の内容
については、蓄積・編集加工・二次加工を禁じます。また、予告なしに変更を行うことがあります。

商号等：楽天証券株式会社／金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団
法人日本投資顧問業協会 確定拠出年金運営機関 登録番号774
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